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１ は じ め に
政府系金融機関あるいは郵政金融事業（郵便貯金および簡易保険）は、膨大な「官業の特典」を享
受しており、それによって有利となった競争条件を利用して民間の市場シェアを奪い「肥大化」を繰
り返してきたという一般化した見解が存在している。近年推し進められようとしている政府系金融機
関の統廃合や郵政事業の民営化がこのような見解にある程度あと押しされてきたことは想像に難くな
い。たとえば、全国銀行協会（２００２）によれば、１９９２年度から２００１年度までの１０年間における郵便貯
金事業の特典（ 経常費用としての税の免除、預金保険料の免除、準備預金相当分の運用利子、
および法人税等の免除）の累計額は、４兆６４６３億円あるとされる。また全国銀行協会金融調査部
（２００４）は、２００３年度の１年間だけを取ってみても郵便貯金事業の「見えない国民負担（筆者注：
「官業の特典」と同義）」が１兆１１３７億円あり、「この金額が、仮にユニバーサルサービスのコストで
あるとすれば、その国民負担はあまりに大」きく、「日本郵政公社が、こうした一種の補助金を背景
に、民間金融機関と同じ土俵で競争しようと考えているのであれば、明らかにおかしな話で、認めよ
うがない」１と激しい表現で抗議を行っている。
確かに過去のある時期においてわが国公的金融が拡張的であった側面を否定することはできない
し、そしてまた公的金融組織が「国民の求めるサービス」という名目で「民業補完」であるかどうか
（それが官業にしかできない仕事であるかどうか）を十分検討することなく事業を拡大してきた一面
のあったことも事実であろう。ただしかし、公的金融のもつ本来の機能がシステム全体の中で民間金
融機関を補完することだという前提に立った上で「官業の特典」の意味を改めて問うとき、事情は官
民各々が主張してきたほど単純ではないことに気付かされる。
我々はかつて家森・西垣（２００４）において官業の特典についての基本的な論点を提示し２、全国銀
行協会（２００２）の推計についてその問題点のいくつかを指摘した。全国銀行協会および同金融調査部
による主張の問題点は、第一にその推計された特典額が必ずしも合理的な方法によって算出されたわ
けではないという事実である。そして第二に郵便貯金事業におけるユニバーサルサービスを含めた社
１ 日本銀行協会金融調査部（２００４）、p．２８。
２ 家森・西垣（２００４）では「「官業の特典」はグロスではなく、ネットでとらえることが必要」だが「その大きさは必
ずしも明らかになっておらず、今後、特典および制約の大きさを確定することが必要である。その上で初めて、政策目
標を達成するのに他の方法とコストを比較することが可能になる。」（p．２３２）と述べている。
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会政策的事業の費用を推計することなく特典の巨額なることのみを強調していることである。残念な
がら、我々が提示した論点については必ずしも一般的な理解は得られていない。また何より実際にお
ける郵便貯金事業の特典額がどれだけあったのかという（我々独自の）推計作業は「課題」のまま
だった。本稿では、①官業の特典について改めて論点整理をしたうえで、②かつて指摘した問題点に
さらにまたいくつかの推計上の修正すべき点を加え、③官業の特典がはたしてそれほど巨額であった
のかを検証するために郵便貯金事業民営化前の１０年間について特典額の再推計を行う。
第２節では官業の特典に関する錯綜しがちな論点の整理を行う。それと共に本稿を始点としてわれ
われが今後進めようとしている研究の構想を述べる。第３節では全国銀行協会（２００２）および同金融
調査部（２００４）の推計について改めて検証を行ない、その不合理な諸点を明らかにしてゆく。第４節
では郵便貯金事業の民営化前１０年について官業の特典が実際どれくらい存在したか、第３節で指摘し
た諸点を踏まえた修正算式に基づいて推計を行う。結果を先に述べれば、過去の特典額は無視できる
ほどには低くないが、全銀協推計に比べてかなり低い水準で推移していたことが明らかになった。最
後に第５節で本稿のまとめと今後の課題について述べたい。
２ 「官業の特典」に関する論点の整理
我々の「官業の特典」に関する論点は以下の三点に整理できる。
 ）特典と言ってもあくまで社会政策的事業コストを補填することが本来の目的である。
）そこで特典と社会政策的事業コストとがバランスしているかどうかが重要である。
）ただし長期的には官業の経営効率性を高めることで特典を削減してゆくことが可能である。
これらについて、少し詳しく説明したい。
２．１ 特典の目的は社会政策的事業コストの補填
第一の論点は、特典が単なる国営優遇の顕れではなく、一般的に何らかの社会政策的側面を持った
事業に対して与えられるものであるという当たり前の事実を述べている。この社会政策的事業の一分
野にユニバーサルサービス（義務）がある。ユニバーサル（全国一律）のサービス義務とは、利潤最
大化に基づいているかぎり営業対象にはならない郡部・過疎地等の不採算地域に対しても都市部と料
金や質の点で落差の無いサービスの提供を義務付けることである。当然そこには事業者側が負担しな
ければならない設備等の回収困難なコストが生じる。このコストの補填手段が与えられず、かつ同様
の義務を負わなくて良い競争相手が都市部に存在したとしたら、ユニバーサルサービス義務を負った
事業者は競争に敗れ、同サービスの提供主体は一国経済あるいは一定の地域に存在しなくなってしま
う。この観点から電力・通信事業等における地域独占は正当化されてきた３。郵政事業にもまた全国
一律料金のサービス、各自治体に一つ以上の郵便局設置といったユニバーサルサービス義務が課せら
れてきた。そこで日本に限らず世界各国において郵便事業は信書便の独占が長らく許されてきた４。
３ ユニバーサルサービスの定義、現代的な諸問題および地域独占との関わりについてはクランドール＆ウェイバーマン
（２０００）、邦訳 pp．３－３０等を参照。
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尤も三事業の中では郵便貯金・簡易保険の両事業については独占が存在しない。しかし民間金融機関
（銀行、信用金庫、信用組合）がゼロの自治体が５３８、ひとつの自治体が６９６あるという事実（２００３
年）は、日本全国にそれだけ金融業の不採算地域が存在することを示すものであり、郵貯・簡保にお
けるユニバーサルサービス義務のコストが無視できない額であることを示唆している。したがってこ
れら郵政金融事業に対しては独占の代わりに税制優遇等によるコスト補填が図られてきたと見ること
ができる。
２．２ 特典とコストのバランスこそが問題
以上に述べた第一の論点は、郵貯・簡保における諸特典の存在を完全に正当化するには根拠として
は不十分である。なぜならユニバーサルサービス義務を負っているからと言って特典額が無制限で
あってよいはずはなく、コストと釣り合っているかどうかが問題視されなければならないからであ
る。これが第二の論点である。全国銀行協会金融調査部（２００４）が、１兆１１３７億円という「金額が、
仮にユニバーサルサービスのコストであるとすれば、その国民負担はあまりに大」５いと主張した背景
には、「ユニバーサルサービスのコストは実際にはそれほど大きくはあるまい」という「見込み」が
あり、郵便貯金事業がその過剰な優遇措置によって民間より圧倒的に有利な競争条件に置かれている
と判断したものと考えられる。だが非常に残念なことは、そこから先の議論がストップしてしまって
いることである。推計方法の問題はさて置き、同調査部はこの「見込み」に関する検証を何もしてい
ない。一方、郵政民営化に反対を表明した諸論者も、せいぜい上記第一論点に基づく主張を繰り返す
だけであり、それ以上の議論はほとんどの場合において回避した。この「特典とコストのバランス」
という問題が十分吟味されなかったことが、郵政金融事業をはじめとしたわが国公的金融改革をコン
センサスの得られにくい不安定な政争の具にしてしまった（最大とは言わないまでも）大きな原因で
あると筆者は考えている。第二の論点を続けよう。仮にコストと特典との間にバランスが取れていた
としたならば、論理上、官民の競争上の優劣は存在しないことになる。そうではなく両者の間に著し
い大小関係があったとしたならば、特典額の見直しが、増減いずれかの方向で必要となる。ユニバー
サルサービスを含めた社会政策的諸事業の費用が特典に対して相対的に大きな額である場合には、公
営企業がそれら不採算事業を持続させてゆくことが困難になる可能性が生じる。反対にコストに対し
て特典が過剰であったとしたならば、そのときは適正な金額へと特典額を削減すべきことは論を待た
ない。特典／コストのバランス問題を糺すことによって当面の改革が行われるべき方向は明確にな
る。
２．３ 長期的な課題としての経営効率化と特典削減
しかし長期的な視点に立って公的金融改革を議論する場合、われわれは第三の論点を無視すること
ができない。しばしば国営事業が民営化されるべき論拠とされることは、官は民よりも全般に非効率
４ 但し近年の先進各国、特に EU諸国においてはこうした独占が緩和・撤廃される趨勢にある。詳細については西垣
（２００７），を参照のこと。
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であり、官営組織が民間並みに効率化を図れば現在よりもコストが削減され、それにあわせて特典額
の削減も可能となり、財政負担・国民負担が軽減されるというものである。尤も、本稿のように過去
における官民の競争条件に我々の議論を絞る限りでは、官民それぞれの経営効率性は所与としても差
し支えあるまい。同論点が重要になるのは、長期的な官業の特典削減を前提としてどれだけの効率化
が図られなければならないかを議論する段階になってからである。
２．４ 我々の研究構想と本稿の位置づけ
我々がこれから行おうとしている研究は、以上三つの論点に準拠し第一部と第二部とに分けられ
る。第一部は過去についての検証である。すなわち、過去１０年間を遡って特典額と制約額を推計・比
較し、郵便貯金事業が資金面において民間金融機関に比べてそれを圧倒するような優位性を果して
持っていたのかどうかを検証する。ここでは、上述した第三の論点に関する検証は行わない。官民そ
れぞれの経営効率性については与えられたものとして議論せず、特典の額とコストとを比較し果たし
て民間に比べて郵便貯金事業が競争上有利な条件下に置かれていたかどうかを検証する。
第二部は将来に向けたシミュレーションである。民営化に伴って従来存在した特典はすでに大きく
削減されてきている。仮にユニバーサルサービスを含めた社会政策的諸事業の費用に対して特典が過
少な額になったとしたら、郵便貯金がそれら不採算事業を持続させてゆくことが困難になる。そこで
はじめて我々は上で述べた第三の論点を考慮する。民営化によって社会政策的事業コストに対して特
典額が過少となった（もしくはなくなった）ときに同事業がユニバーサルサービス維持のために事業
の各分野でどれだけのコスト削減を図らなければならないかを我々は明らかにしたい６。我々は諸外
国の事例を参照しつつ、考えられるあらゆる場合を考慮に入れたシミュレーションによって郵便貯金
事業における民業補完事業の持続可能性について検証を行ってゆく。
特典額の再推計を目的とする本稿は我々の研究における第一部の前半に位置づけられる。次節では
全国銀行協会および同金融調査部の推計方法のどのような点が不合理であるのかを示したい。
３ 全国銀行協会推計および同金融調査部の推計についての検証
３．１ 推計全般についての概観
本節では全国銀行協会（２００２）、および全国銀行協会金融調査（２００４）の推計について検証を行な
う。何れの文献も郵便貯金事業における「特典」として、 預金準備の免除、預金保険料の免除、
租税負担の軽減、相対的に有利とされる財投金利など運用面での特典の４つを挙げている。そし
て実際の特典推計においては からについて、
 ）経常費用としての税の免除
）預金保険料の免除
６ 但し民営化にはプラス面も存在する。民営化は国有企業であるがゆえに認められなかった諸事業への参入を可能にす
る。それによって新たな収益機会を獲得できたならば、（人員削減を含めた）効率化の必要はある程度緩和される。
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 ）準備預金相当分の運用利子
）法人税・住民税等の免除
という項目へと多少の組み換えがなされている。「経常費用としての税」および「法人税・住民税」
とは、郵便貯金事業が民間金融機関並みに課税されていたら納めていたと考えられる税額である。
「預金保険料」も同様に郵貯事業が民間並みであったなら納めていたと考えられる金額である。そし
て「準備預金相当分の運用利子」とは、郵貯事業が民間同様に日銀預け金を積んでいたら失っていた
と考えられる利息収入（機会費用）を意味しているが、そこでの適用金利が民間よりも有利な金利で
あるという点がとくに強調されるのである。この「有利な金利」が何かは全国銀行協会（２００２）では
不明だったが、全国銀行協会金融調査部（２００４）においてはそれが財投預託金利であることが明らか
にされた。
全国銀行協会（２００２）では、表１に示したように１９９２（平成４）年度から２００１（平成１３）年度に至
るまでの特典の各項目とその合計ならびに累積額が示されている。例えば郵便貯金事業が２００１年度に
おいて与えられている「官業の特典」として、「準備預金相当分の運用利子」として３８７億円、「預金
保険料」２０９９億円、「経常費用としての税（事業税、固定資産税、印紙税など）」１３０６億円、「法人
税・住民税等」が２３３２億円と推計し、合計額を６１２５億円と見積もっている。また過去１０年間の「特
典」の累積については４兆６４６３億円であったと推計している。
次に全国銀行協会金融調査部（２００４）による推計を概観しよう。同推計は平成１５年度、すなわち公
社化初年度を対象としており、いくつかの制度変更が推計方法に反映されている点が特徴である。ま
ず「経常費用としての税」について、これらのうち印紙税および登録免許税について郵政公社は非課
税だが、固定資産税等（固定資産税、不動産取得税、特別土地保有税および都市計画税）については
代替的に「日本郵政公社有資産所在市町村納付金」を納付する。全銀協調査部はこの「納付金」の額
を約２２０億円としている。その一方で公社が経常費用としての税を全て負担することになった場合の
金額を約１２１７億円と算出し、約２２０億円との差額である約９９７億円を郵便貯金が現在免除されている
「経常費用としての税」額として計上している７。０１年度を対象とした推計に比べて確かに納付金分
７ 全国銀行協会金融調査部（２００４）、pp．２５－２６参照。
表１ 全国銀行協会による「特典」推計（単位：億円）
年度（平成） ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３
経常費用としての税 １，４６１ １，２６９ １，４２５ １，８６３ １，２１９ １，７０１ １，３３７ １，２８５ １，０９６ １，３０６
預金保険料 １８７ ２０４ ２２０ １，６６０ １，７９３ １，８８９ ２，０２１ ２，１２２ ２，１８４ ２，０９９
準備預金相当分利子 １，０２４ ９２０ １，０２９ ８４７ ８４７ ６９８ ５１４ ６０７ ６０５ ３８７
法人税・住民税 ０ ０ ０ ３，０２１ ４，５４０ ７５０ ０ ０ ０ ２，３３２
特典の合計 ２，６７１ ２，３９３ ２，６７５ ７，３９１ ８，３９９ ５，０３９ ３，８７２ ４，０１４ ３，８８５ ６，１２５
累積額 － ５，０６５ ７，７３８ １５，１３０ ２３，５３０ ２８，５６８ ３２，４４０ ３６，４５４ ４０，３３９ ４６，４６３
（出所）全国銀行協会（２００２）より。
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だけの金額低下が観察される。つぎに「預金保険料」について、同調査部では郵便貯金が預金保険制
度に加入した場合負担すると見込まれる保険料として１９４４億円という数字を算出している。これは０１
年度を対象とした場合とほとんど変化していない。「準備預金相当分の運用利子」について同調査部
は、約１６６億円と推計している。これは０１年度における３８７億円と比べて４割強に過ぎない数字であ
る。その理由は、公社化によって郵便貯金は日本銀行に対して一定の預け金（日銀預け金）を保有す
ることを義務付けられたため、郵便貯金事業が民間並みに保有した場合の準備預金額から日銀預け金
の額を控除した上でその機会費用を求めているためである。そして「法人税・住民税等」に関して８０３０
億円という推計がなされている。全銀協（２００２）における数値と比較して約３．５倍の伸びである。こ
れは単純に０３年度において郵便貯金事業がかつてない２兆１７０８億円（前年度比３１．２％増）という高額
な当期利益を計上したからに他ならない。他の項目が２００１年度と比較して横ばいか減少しているのに
対して当該項目が突出して伸張しているため、全体としての「官業の特典」は１兆１１３７億円へと大き
く膨張する結果になった。ところで全国銀行協会（２００２）においては推計方法が明らかにされていな
かったが、算出式を示した同金融調査部（２００４）において「これまでの推計方法を踏襲」８していると
述べられていることから、両推計における算出方法は制度変更による点を除外して基本的に同一であ
ることが判明した。
以下ではそれら推計について各項目別に検証を行ってゆきたい。各推計式は全て全国銀行協会金融
調査部（２００４）に提示されたものである。
３．２ 「経常費用としての税」推計についての検証
経常費用としての税については次に示す算式によって推計が行われている。
〈全銀協算式①〉
経常費用としての税＝全国銀行の「営業費用」の中の税金×
郵便貯金の「資産合計」
全国銀行の「資産合計」
ここでは郵便貯金事業における経常費用としての税金の免税額を直接知ることが出来ないため、全
国銀行における当該税支出額に郵便貯金「資産規模」の全国銀行「資産規模」に対する比率を掛けて
それを推計している。確かに上記算式に平成１５年度全国銀行総合財務諸表（単体）から全国銀行の資
産合計約７４７兆円、全国銀行の「営業経費」の中の税金約３２３８億円、そして平成１５年度郵便貯金業務
区分における貸借対照表から郵貯事業の資産合計約２８１兆円といった数値を代入して計算すると、約
１２１８億円という前記推計結果にほぼ等しい金額が導かれる。ここから日本郵政公社有資産所在市町村
納付金を控除したものが現在「免除」されている「経常費用としての税」とされる。
まず指摘すべきは同調査部論文が「納付金」の金額として平成１２年度決算をもとに計算したとされ
る２２０億円という金額を使用していることである。なぜ平成１５年度決算をもとに計算しなかったのか
は不明である。しかしより問題である点は、資産合計の比を使って経常費用としての税を算出すると
８ 前傾、p．２８。
５８ 西 垣 鳴 人
－５８－
いう適切とは言えない方法が採用されていることである。固定資産税および地価税についてならば動
産不動産額の郵便貯金事業対全国銀行比を算式に当てはめて計算することが適切であると考えられ
る。
３．３ 「預金保険料」推計についての検証
預金保険料については、次の算式によって推計が行われている。
〈全銀協算式②〉
預金保険料＝前年度通常貯金平均残高×決済用預金にかかる保険料率
＋前年度その他の貯金平均残高×一般預金等にかかる保険料等
ここでは通常貯金を決済用預金とみなし、定額貯金等その他貯金を一般預金等に該当するとして算
式を組み立てている。そこで０２年度通常貯金平均残高：約５０兆円、同その他貯金平均残高：約１８７兆
円、そして決済用預金にかかる保険料率：０．０９０％、一般預金等にかかる保険料率：０．０８０％を代入し
て計算すると、１９４６億円という調査部の数値とほぼ一致した金額が導かれた９。
しかしながら、家森・西垣（２００４）においては以下の問題点を指摘した。
 ）破綻金融機関処理への預金保険資金の提供など、民間金融機関は全体としてみれば、預保機構
からネットで資金を受け取っている。仮に郵便貯金が預保機構に加盟すれば、民間銀行は事実上
郵便貯金による支援を受ける形になる。
）そもそも預金保険料がフェアに設定されていたとすれば、加入金融機関全体では受け取りと支
払いが等しくなり、基本的にコストは発生しない。
本稿でもうひとつ加えたい指摘は、フェアな保険料率設定とは本来、保険加入者におけるリスクを
可能な限り正確に反映したものでなければならないという点である。預金保険の場合は決済性か定期
性かあるいは預金残高がいくらかといったことだけでなく、当該金融機関の運用対象や自己資本比
率、不良債権率、利益変動幅等が保険料に反映されてしかるべきであろう。確かに日本の場合、いず
れの指標から判断しても優良である金融機関から破綻寸前の金融機関まで同一の保険料率が適用され
るシステムである。ここには護送船団行政時代から引継いだ「民間銀行が潜在的に晒されているリス
クにはそれほど大きなバラツキは存在しない」という誤った前提がある。しかしながら郵貯資金を対
象に考える場合、たとえ運用上のリスクが存在するとしても企業向け貸付等は行ってきておらず、普
通銀行が直面しているリスクとは比較できないほどに小さなものと考えられる。すなわちフェアな保
険料設定という観点からしても全銀協推計は過大になる可能性が高い。
全体的に考えて郵便貯金と民間銀行とでは資金の運用方法もリスクの種類も大きく異なっており、
両者の保険料を預金残高という同じ尺度で設定することはアンフェアであると考えられる。例えばア
メリカでは健全な金融機関の保険料率は低く不健全な金融機関ほど高い。このような可変保険料率を
９ ちなみに家森・西垣（２００４）におけるのと同じ預金保険料率０．０８４％を全貯金残高合計である２３７兆円にかけて求めた
数値は約１９９１億円という金額であり、調査部算出の金額と大きく異ならない。
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採用しようとする国は近年増加しており１０、わが国においてもその導入が議論・検討されてきた１１。ア
メリカでは表２のように、自己資本比率と検査格付け（CAMRLS評定）とによって金融機関を９グ
ループに分類し、それぞれに異なった保険料率を設定してきた。自己資本比率による区分は表３、
CAMELS評定による区分は表４にそれぞれ示してある１２。
そこでわが国郵便貯金におけるリスクベースの自己資本比率を求めたい。郵貯資産におけるリスク
アセットは表５に示したとおり計算される。本来、金融債は２０％、公庫公団債は１０％のリスクウェイ
トに分類されるべきだが、郵政公社公表のバランスシートにはこれら債券が一括して「社債（事業
債）」の項目に入れられているため、この部分に関してやや高めの見積もりとなる。一方、預金者貸
付（ゆうゆうローン）は国家保証がついた郵便貯金を担保にした貸付に他ならず、中央政府債券に
よって担保された債権と同列とみなしてリスクウェイトをゼロとしている。
計算した結果、平成１５年度の郵便貯金事業におけるリスクアセット・レシオは Tier１（基本的項
目）だけでおよそ３０．３２％と非常に高い水準を示した。Tier２（補完的項目）まで考慮すると有価証
券の評価差損（４５％）が控除されるため貸倒引当金を加えて２９．０７％と多少低下するが、それでも十
分に高い水準である。
次にわれわれは CAMELS評定を考慮しなければならない。公社化後についてしか公表されていな
いが、債務者区分による債権の状況について、平成１５年度から平成１８年度まで「破産更生債権及びこ
１０ 米国のほかに、台湾、カナダ、フランス、ドイツ、スウェーデンといった諸国において導入されている。関連して家
森（２００４）を参照のこと。
１１ 預金保険料率研究会「中間報告」（http : //www.dic.go.jp/new／２００４／２００４．６．１８．pdf）。
１２ ２００７年１月にアメリカの預金保険制度が大幅改正され、例えば最低保険料率は０．０２％に引上げられた（吉迫
（２００８）、pp．４７－５９参照）。但し可変保険料の基本精神が変わったわけではなく、また我々の推計期間（９７年４月～０７
年３月）は最後の３ヶ月を除いて大部分は旧システムの時期と重なっており、本稿では旧制度の料率や区分を参照し
た。
表２ 米国における預金保険料率（～０６年１２月）
CAMEL評定 （Ａ） CAMEL評定 （Ｂ） CAMEL評定 （Ｃ）
自己資本比率 良好   ０．００ ０．０３ ０．１７
自己資本比率 十分  ０．０３ ０．１０ ０．２４
自己資本比率 不十分  ０．１０ ０．２４ ０．２７
（出所）預金保険料率研究会『中間報告』（２００４）参照。
表３ 自己資本比率による区分（～０６年１２月）
自己資本比率
良好  
自己資本比率
十分 
自己資本比率
不十分 
リスクベースの自己資本比率（バーゼル比率） １０％以上かつ ８％以上かつ
Tier１のリスクベースの自己資本比率 ６％以上かつ ４％以上かつ 左記以外
Tier１のレバレッジ比率（Tier１／総有形資産） ５％以上 ４％以上
（出所：同上）
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れに準ずる債権」ならびに「危険債権」共に全く存在しない（表６参照）。正常債権だけの財務内容
という金融機関は官民合わせてわが国には他に例がない。たとえ郵便貯金事業の利益変動幅を考慮に
入れたとしても、CAMELS定義から判断して、不良債権ゼロの状況をカテゴリー（Ａ）以外に格付
けすることは不可能である。
以上から郵便貯金事業を米国における預金保険料率体系（表２）に当てはめてみれば、適正な保険
料率は０．００（％）になる。つまりもし日本の預金保険が米国並みにフェアに設定されていたなら保険
料を支払う必要は全くなかった。つまり郵便貯金が安全資産中心の資金運用を維持し続け健全な財務
が保たれている限りにおいて、郵貯が預金保険料を免除されていたということは何ら「特典」には当
たらなかったとさえ言い得よう。
表４ CAMELS評定による区分
カテゴリー（Ａ） カテゴリー（Ｂ） カテゴリー（Ｃ）
検査格付
（CAMELS評定）
極僅かな弱点しか持たず、財務
的に健全な金融機関
是正せず放置した場合、深刻に
悪化し、保険基金のリスク増加
をもたらす可能性を有する弱点
を持つ金融機関
効果的な是正措置が実施されな
い場合、保険基金に損失をもた
らす可能性が相当ある金融機関
（出所：同上）
表５ 郵便貯金事業におけるリスクアセット金額（平成１５年度）
リスクウェイト 郵貯資産 金額（百万円） ウェイト付け後金額（百万円）
０％ 現金、金融機関預貯金、日銀当座預金 ６，６７５，７３３ ０
財政融資資金預託金 １５６，０９５，４００ ０
国債、地方債、地方公共団体貸付 １００，７９７，８３３ ０
国債等担保貸付、預金者貸付 ５７６，０７２ ０
１０％ 郵便業務への融資（政府関係機関債権） １６９，０００ １６，９００
２０％ 外国債 ３，５０１，１６２ ７００，２３２
１００％ 事業債、金融債＊、公庫公団債＊ ６，９０２，６３０ ６，９０２，６３０
その他金融資産（金銭の信託等） ４，５５６，３０３ ４，５５６，３０３
動産不動産、その他資産 １，２７８，８７４ １，２７８，８７４
合計 ……… ２８０，５５３，００７ １３，４５４，９３９
（出所）日本郵政公社公表の２００３年度貸借対照表を基に作成。
表６ 郵便貯金事業における貸付有価証券及びその未収利息に係る債権（単位：百万円）
区 分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － － － －
危険債権 － － － －
正常債権 ５６７，７８３ ２３２，１９４ ２，０７９，８８２ ２，２０７，４９０
合 計 ５６７，７８３ ２３２，１９４ ２，０７９，８８２ ２，２０７，４９０
（出所）日本郵政公社「郵便貯金のディスクロージャー冊子（２００４～２００７）」
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ただしこれは米国のシステムであって、現行のわが国システムにあってはいかなる健全金融機関も
一律の預金保険料が適用される。その点を考慮すれば民営化前の郵便貯金事業が保険料を免除されて
いたことは確かに特典に該当する。だから全国銀行協会が誤っているとは一概に言えない。「ビッグ
バン」後にあっても護送船団行政から脱却しきれない日本のシステム自体がアンフェアなのである。
３．４ 「準備預金相当分の運用利子」推計についての検証
準備預金相当分の運用利子は次の算式に基づいて推計されている。
〈全銀協算式③〉
準備預金相当分の運用利子＝準備預金相当分の額×預託金利＊
＝
前年度末郵便貯金残高＋今年度末郵便貯金残高
２
×（法定準備率＊＊－預け金率＊＊＊）×預託金利＊
＊当該年度の約定期間１０年以上１１年未満にかかる金利の加重平均
＊＊定期性預金：１．２％、その他の預金１．３％、＊＊＊定期性預金：０．５％、その他の預金０．８％
郵便貯金事業は公社化に伴って、０３年度から日本銀行に一定の預け金を保有することが義務付けら
れた。その際に日本郵政公社に適用された預け金率は「準備預金制度が適用される金融機関…（中
略）…の直近１年間の定期性預金およびその他の預金のそれぞれの残高に係る平均実効準備率」１３と定
められている。
第一に指摘すべきことは、同金融調査部が「より利回りの高い、有利な運用」として財投預託金利
を採用していることである。周知のように郵便貯金の預託制度は０１年度から廃止されており、０３年度
の新規運用の対象として同金利を適用することは全く的外れである。新発国債金利を運用利息として
採用するという代替案もあろうが、後で説明するように、預金準備の機会費用として適切なものは短
期運用の金利であるコールレートに他ならず、その場合、運用利子はせいぜい数億円程度にしかなら
ない。特にゼロ金利を前提とすれば１６６億円は明らかに過大推計である１４。
もうひとつ本稿で追加的に指摘したいことは、全国銀行協会金融調査部（２００４）による推計が行わ
れた時期が日本銀行による量的緩和政策が採られていた時期（２００１年３月～２００６年３月）に該当する
という事実である。通常の時期において、無利息の日銀預け金は機会費用を最小化するために法定準
備金すれすれの水準に維持される。尤もそこで維持すべきは月間の平均残高についてであり、積み期
間（各月の１６日から翌月の１５日）の大半は各金融機関が預金の払い出し等に対応できるだけの裁量的
準備金を保有しているだけである。それはあくまで営業上必要な流動性であって機会費用とは考えら
１３ 日本銀行「日本郵政公社の本行に対する預け金の保有に関する契約要綱」（平成１５年３月５日付政策委員会第１９号別
紙１）による。より詳細には、当該平均実効準備率とは「毎月の全適用対象金融機関の定期性預金およびその他の預金
のそれぞれの残高に係る法定準備預金額を当該定期性預金およびその他の預金のそれぞれの残高で除して得た率（パー
セント単位で小数点第２位未満は四捨五入）の合計を１２で除して計算する（パーセント単位で小数点第２位未満は四捨
五入）。」
１４ 家森・西垣（２００４）、p．２２４参照。
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れない。ただし準備金の積み不足に対しては罰則的金利が適用されるため、預金取扱金融機関は積み
期間の最終日（毎月１５日）が近付くと有利子資産を売却するかコール市場で借入れるかして同期間の
預け金平均残高を法定準備金の水準まで高める。ここで初めて機会費用あるいは資金調達費用が発生
する。コールレートがこれらコストに直に影響を与えることが日銀によって同金利が金融調節のため
の政策金利として採用されているひとつの大きな理由である１５。しかしながら、量的緩和政策が採用
されていた時期、日本銀行は各種短期金融市場を通じて民間金融機関から有価証券を無制限に買い上
げることによって、民間金融機関の日銀当座預金勘定に潤沢な資金を供給し続けた。その残高はピー
ク時において瞬間的に３０兆円を上回ることもあった。その一方で保有が義務づけられている法定準備
額はほとんど変化しておらず、図１が示す通りその残高は５兆円を下回る水準で推移していた。つま
り、量的緩和政策が採られていた期間に関しては、民間金融機関は積み期間の終わりに日銀預け金を
積み増すため機会費用あるいは追加的な資金調達費用を負担する必要はほとんどなかったと言うこと
ができる１６。したがってこの５年間において準備預金の免除をもって郵便貯金事業にとっての特典で
あると主張することには一定の疑問が生じるのである。
３．５ 「法人税・住民税等」推計についての検証
法人税・住民税については、以下の算式によって推計されている。
〈全銀協算式④〉
法人税・住民税等＝（郵便貯金事業の当期利益－経常費用としての税－預金保険料
－準備預金相当分の運用利子）×法人実効税率（４０．８７％）
１５ 翁（１９９３）、pp．４７－５５等を参照。
１６ 量的緩和政策ついては評価が定まっていないが、この預金取扱金融機関における機会費用や追加的な資金調達費用の
削減が金融不安を鎮静化するために（大きさは定かではないが）一定の効果があったと理論的には主張できる。
図１ 法定準備金と日銀預け金の乖離（単位：億円）
（出所：日本銀行統計資料から http : //www.boj.or.jp/stat/dlong_f.htm参照）
６３官業の特典についての再推計
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ここでは、これまで特典として計上した３項目を郵貯事業の当期利益から控除した金額に法人実効
税率を掛けて法人税・住民税等としている。前記特典３項目の額を高く（低く）見積もるほど法人税
等の見積額は低く（高く）なる。またこれら３項目の合計を当期利益が上回る場合だけ当該金額はプ
ラスの値となる。例えば０３年度の郵貯事業当期利益２兆２７５５億円、（以下は全国銀行協会推計のとお
りに）経常費用としての税９９７億円、預金保険料１９４４億円、準備預金相当分の運用利子１６６億円を代入
して計算してみると、確かに調査部推計通りの約８０３０億円という金額が算出される。
しかし公社化後の郵便貯金事業は当期利益を利益剰余金という形で資本金に全額積み立てなければ
ならなかった。さらに０６年度末に同積立金が基準額１７を上回れば、超過額の５０％が国庫納付金となる
ことが公社化前に決められていた１８。すなわち公社の当期利益は、法人税等の課税対象とはならない
ものの基準額に達するまではただ積み立てられるのみ、基準額を超えれば民間よりも重い負担を引き
受けるという性格の資金である。収支相償が経営原則である郵便貯金にとっては当然のことかもしれ
ないが、法人税等が免除されていたということが郵便貯金事業の維持・拡張あるいは競争上の優位性
に直接貢献したとは考えられないのである。また別な考え方もある。公社・郵便貯金は税制上の特典
を得た代わりに自力で自己資本を積み上げ、大手を中心とした多くの民間銀行は税制上の優遇がない
代わりに自己資本の充足を目的にした公的資金の注入が行われた。その点からすれば国民負担として
官業の税制優遇だけを取り上げるのは著しく公平を欠く議論だと言えよう。
さらに、家森・西垣（２００４）では０２年度以前の推計に関しても以下の諸点を指摘した。
 ）公社化以前において退職給付債務が認識されておらず利益金が過大になっていた。
）１９９８年度から２００２年度までの間、旧国鉄長期債務処理に協力するため毎年度２０００億円（総額１
兆円）を郵便貯金特別会計から一般会計に繰り入れるという特別税が課されていた１９。
３．６ 本節のまとめ～再推計に当たって配慮・修正すべきこと～
以上、全国銀行協会金融調査部によって示された推計方法について検証を行なってきたが、問題が
あると思われる点、あるいは修正されるべき点について改めて列挙しておこう。
経常費用としての税の推計に関しては、全国銀行との規模の比較のために資産合計ではなく動産不
動産額を用いるべきこと。預金保険料の推計については、郵便貯金事業における財務状況あるいはリ
スク状況が反映された料率が本来ならば適用されるべきだが、わが国システムにあっては保険料免除
を特典と考えることにもそれなりの正当性はあり、二つの考え方があり得ること。準備預金相当分の
運用利子の推計に関しては、適用される利子率として財投預託金利は不適切であり、短期のコール
レートが適切であるということ。また０１年度から０６年度までの量的緩和政策下においては法定準備金
による機会費用は存在しなかったとも言え、ここでも二つの考え方があり得ること。最後に法人税・
住民税等の推計に関して、公社化以前については「退職給付金の積立」と「国鉄長期債務処理協力」
１７ 「１５００億円＋貯金残高×０．０３－資本金」によって計算される。その額は２００３年度末ベースで計算して３兆８５２億円
で、貯金残高を一定として（利益積立金の増加によって）資本金全体が増額すれば、この基準額は低くなる。
１８ 家森・西垣（２００４）、p．２２７参照。
１９ 同上、p．２２６参照。
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を利益金から控除すべきこと、公社化後については資本金充足を目的に当期利益が自動的に利益剰余
金として積み立てられていたことを考慮すべきであること。以上である。
これら諸点を考慮して修正された推計式に基づき、次節では郵便貯金事業の民営化以前の１０年間に
ついて特典の金額を再推計することとする。
４ 民営化前１０年間における郵便貯金事業「特典額」の再推計
４．１ 経常費用としての税の再推計
前項で指摘したように、固定資産税等（他に不動産取得税、特別土地保有税、都市計画税、事業所
税、水利地益税および共同施設税を含む）の推計には資産合計よりも動産不動産額に関する郵便貯金
の全国銀行に対する比率を使用することが望ましい。また一般的に考えて固定資産税等の予想される
合計額は他の印紙税や登録免許税の予想される合計額の何倍にもなるはずである。そこで近似的なア
プローチではあるが、「動産不動産資産額に関する郵便貯金の全国銀行に対する比率」を経常費用と
しての税全体の推計式に適用することにする２０。もうひとつ考慮すべきこととして、控除項目である
日本郵政公社有資産所在市町村納付金も対応する各年度決算に基づいて計算する。修正算式ならびに
納付額算定式は以下のようになる。
〈修正算式①〉
郵便貯金の経常費用としての税＝全国銀行の「営業費用」の中の税金×
郵便貯金の「動産不動産額」
全国銀行の「動産不動産額」
〈納付額算定式〉２１
納付金額＝動産不動産額×
１
２
×０．０１４（１．４％）
平成９年度から平成１８年度までの１０年間に関する推計結果は表７に示すとおりである。
２０ たとえば平成１６年度において、固定資産税等の都道府県税と市町村税を合わせた税収額が１０兆７６４８億円であるのに対
し、平成１６年度当初予算における印紙収入は１兆１４８０億円とその約１０分の１に過ぎない。（財務省および総務省の HP
を参照）
２１  資産評価システム研究センターの HPを参照。
表７ 経常費用としての税免除額の再推計（単位：億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
全国銀行営業費用中税金 ４，４９５ ３，９２０ ３，５６７ ３，４８６ ３，３３９ ３，３２６ ３，２３８ ３，４８４ ３，４９０ ３，５３４
全国銀行の動産不動産 １０５，５４９ ９７，７４４ ９４，４２８ ９２，１４２ ８８，４６１ ８３，２２１ ７５，３０４ ７２，１１４ ６９，７０６ ６４，７８６
郵便貯金の動産不動産 ９，１７２ ９，４６２ ９，４５６ ９，９３７ ９，９３９ ９，９３９ ８，７８４ ８，１８２ ６，６９３ ６，３３５
郵便貯金の納付金額 － － － － － － ６１ ５７ ４７ ４４
推計額 ３９１ ３７９ ３６９ ３６０ ３７５ ３９７ ３１７ ３３８ ２８８ ３０２
註）平成１８年度の動産不動産は「有形固定資産」の数値を使用。
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平成１４年度以前は「日本郵政公社有資産所在市町村納付金」が存在しないため、控除は行われてい
ない。また公社化以前は貸借対照表上に動産不動産の項目はないが、郵政事業特別会計への繰入金が
同項目に相当するため、その数値を使用した２２。
全国銀行協会および同金融調査部による推計との大きな開きは、資産総額に占める動産不動産の割
合が全国銀行（約１．０１％）に比べて郵便貯金（約０．３１％）が相対的にかなり低いことに由来する。郵
便貯金事業の動産不動産額とは、郵政三事業全体の中で郵貯事業に関わる部分を割り当てた額であ
る。したがって、実際はもっと多くの資産が郵貯経営に貢献しているはずで、算入すべき動産不動産
額がもっとあってしかるべきであり我々の推計は過少であるという反論もあろう。しかしながら、現
在の郵貯銀行がそうであるように、郵便貯金事業が独立の事業体（独立採算であることは公社化以前
から変わらない）として過去において固定資産税等を支払っていたとしたら、やはり上で推計したよ
うな割り当てられた動産不動産額に対応した金額と余り変わらなかったはずである。さらにまた民間
金融機関における業務分野規制が厳しかった時代は別として、自由化時代においては郵政三事業のシ
ナジーをもって官業の特典とすることは適切でない。
４．２ 預金保険料の推計
前節で、仮に米国並みのフェアな預金料率設定がされていたとしたならば、郵貯が預金保険料を免
除されているという事実は何ら特典には当たらないが、我が国においては郵便貯金と同様リスクア
セットレシオが十分高くかつ CAMELS評定でカテゴリー（Ａ）に分類されるような健全行でも保険
料を平等に支払わされており、その免除は確かに特典と言えなくはないと述べた。そこで〈全銀協算
式②〉に基づいて計算した平成９年度から平成１８年度までの１０年間に関する預金保険料の推計結果を
表８に示す。この数値を特典合計に含める考え方と含めない考え方の両方があり得るわけである。
４．３ 準備預金相当分の運用利子の再推計
前節で議論したように量的緩和政策が採用されていた０１～０５年度の５年間については民間銀行の日
銀預け金の積み増しによって発生する機会費用あるいは追加的な資金調達費用はほとんど発生してい
ない可能性が高い。しかし我々は量的緩和期にも収益機会が失われていた可能性も捨てないで、一応
推計を残しておこう。但しどのような可能性の場合にも、適用される金利が長期の財投預託金利とい
２２ 「郵政事業特別会計への繰入金」に関する勘定項目の説明として「郵政事業特別会計へ繰り入れた郵便貯金事業の固
定資産取得の累計額」とある（『郵便貯金 ディスクロージャー冊子 ２００３』、p．６５参照）
表８ 特典とした場合における預金保険免除額の推計（単位：億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
前年度通常貯金平残 ２０７，５０８ ２３９，１８６ ２７５，２９９ ３０３，５８５ ３６５，４１７ ４５６，３９５ ４９７，２１２ ５２８，４４７ ５５４，３０７ ５６３，９８３
（下段：料率（％）） ０．０４８ ０．０４８ ０．０４８ ０．０４８ ０．０４８ ０．０９４ ０．０９０ ０．０９０ ０．１１５ ０．１１０
前年度他の貯金平残１，９９８，７８４２，０９５，４４７２，２０８，１７８２，２６９，６６２２，１９７，２９０１，９７０，４４８１，８７０，２１３１，７７６，４７５１，６６２，１２６１，５０４，２７１
（下段：料率（％）） ０．０４８ ０．０４８ ０．０４８ ０．０４８ ０．０４８ ０．０８０ ０．０８０ ０．０８０ ０．０８３ ０．０８０
推計額 １，０５９ １，１２１ １，１９２ １，２３５ １，２３０ ２，００５ １，９４４ １，８９７ ２，０１７ １，８２４
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うことはあり得ない。理由は０１年以降については郵便貯金による新規の預託が廃止されていることで
ある。それ以前についても一定の手元流動性を常時確保することは預金取扱金融機関としては営業上
不可欠なことで、これによって長期の収益機会が喪失したとは普通考えないためである。ただ積み期
間の後半で準備預金平均残高が不足しそうな場合には短期のコール市場で資金を調達するのが普通で
あり２３、不足準備金の積み増しが１日程度の間に行われるという現実に鑑みて適用金利はオーバーナ
イトコールが適している。オーバーナイトコールでも取引量が多いという理由でここでは無担保物を
採用しよう２４。修正算式は次の通りである。
〈修正算式②〉
準備預金相当分の運用利子＝準備預金相当分の額×無担保翌日物コールレート
＝［（流動性貯金平残×１．３％＋定期性貯金平残×１．２％）
－郵貯平残×預け金率］×コールレート
他の変更点として、①各種郵便貯金残高は前年度末と当該年度末の残高平均ではなく当該年度にお
ける平均残高を使用し、②公社の日銀預け金は郵便貯金残高全体に（預け金率として）平均実効準備
率（年度内平均）をかけて求め、③コールレートについても各年度内平均を用いた。法定準備率の推
計期間中における変更はなく、流動性預金および定期性預金の最高準備率（それぞれ１．３％と１．２％）
を用いた。このようにして算出された平成９年～１８年度に関する推計結果は表９に示されている。
４．４ 法人税・住民税等の再推計
前節に示した全銀協等による算式④に、ここまでわれわれが推計した三項目の数値を代入すれば、
２３ 家森・西垣（２００４），p．２２４参照。
２４ 尤も、レートとして年率を日歩に直さないで掛けているわけだから全期間に亘って機会費用が生じている計算にな
る。従って、本当はこれでも過大推計である可能性が十分ある。
表９ 準備預金相当分の運用利子の再推計（単位：億円）
年度末（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
流動性貯金平均残高 ２３９，１８６ ２７５，２９９ ３０３，８５８ ３６５，４１７ ４５６，３９５ ４９７，２１２ ５２８，４４７ ５５４，３０７ ５６３，９８３ ５６８，５１２
同上準備金相当額 ２，８７０ ３，３０４ ３，６４２ ４，３８５ ５，４７７ ５，９６７ ６，３４１ ６，６５２ ６，７６８ ６，８２２
定期性貯金平均残高２，０９５，４４７２，２０８，１７８２，２６９，６６２２，１９７，２９０１，９７０，４４８１，８７０，２１３１，７７６，４７５１，６６２，１２６１，５０４，２７１１，３６６，６０７
同上準備金相当額 ２７，２４１ ２８，７０６ ２９，５０６ ２８，５６５ ２５，６１６ ２４，３１３ ２３，０９４ ２１，６０８ １９，５５６ １７，７６６
準備金相当額合計（①） ３０，１２１ ３２，０１０ ３３，１４８ ３２，９５０ ３１，０９３ ３０，２８０ ２９，４３５ ２８，２６０ ２６，３２７ ２４，５８８
預け金率（％） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０．６０３ ０．６１６ ０．６２６ ０．６３６
公社の日銀預け金（②） ０ ０ ０ ０ ０ ０ １３，８９９ １３，６５３ １２，９４７ １２，３０７
①－② ３０，２４１ ２８，７０６ ３３，１４８ ３２，９５０ ３１，０９３ ３０，２８０ １５，５３６ １４，６０７ １３，３８０ １２，２８１
無担保翌日物コー ルレ トー（％） ０．４６８ ０．３０１ ０．０２７ ０．１５３ ０．００８ ０．００２ ０．００１ ０．００１ ０．００１ ０．２１９
推計額 １４１．５３ ８６．４１ ８．９５ ５０．４１ ２．４９ ０．６１ ０．１６ ０．１５ ０．１３ ２６．９０
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郵便貯金が免除されているとされる法人税・住民税等は全国銀行協会金融調査部（２００４）の推計より
も高い数値になる。当期利益から控除される金額が少なくなるほど課税対象の「税引き前利益」が増
大するからに他ならない。しかし一方で前項で指摘したように、郵便貯金事業に課されてきた固有の
負担である国鉄長期債務処理協力、公社化前には計上されなかった退職給付金引当金の積立、ならび
に公社化後における利益余剰金の積立について我々は考慮しなければならない。
退職給付引当金について、平成１５年度から同１８年度までの４年間は持ち出される一方で１年度あた
りの平均持出し額は３０８億１５００万円である。郵政公社の４年半は資本金の充実が至上命題になってい
たため新たな積立は控えられたものと考えられるが、公社化された時点（０３年４月）で７１８３億４８００万
円というプラスの引当金が存在したということは、公社化以前において積立額が持出し額を上回って
いたことを意味する。仮に戦後の郵便貯金事業が再出発した１９４７（昭和２２）年度に積み立てられ始め
たとして２００２（平成１４）年度までの５６年間の平均を取って毎年度１２８億２８００万円の引当金の純増が
あったことになる。インフレや事業の拡大を考慮すれば後年になるほど実際の純増は大きくなって
いったと考えられるが、ここではあまりその点は強調せず平成９年から同１４年まで毎年３０８億円の持
出しと１３０億円の純増があったと考えて、年度ごとの積立額をその合計の４３８億円としたい。また、平
成１０年度から同１４年度には１兆円の国鉄長期債務処理協力を求められ、１年度当たりで２０００億円の負
担だった。これら２項目が利益金から控除されることとなる。
公社化された平成１５年度からは資本不足を補うことを目的として利益剰余金の積立が行われた。こ
れには当期利益の全額が当てられた２５。法律によって義務付けられた積立であり、１００％課税と同じ効
果があったという見方も可能である。そう考えれば民間より重い課税であり、税制上の特典はマイナ
スだったことになる。しかしより穏健な考え方もある。民間金融機関が（全体として）資本金充足を
目的に公的資金の注入を受けてきたことを一般事業会社と比べた「特典」とすれば、郵政における免
税とそれとは同等の優遇効果を持っていたと言えよう。そのように両者の「特典」がイーブンになる
と考えれば、郵便貯金事業の民間金融機関と比較した相対的な特典額はゼロとすることもできる。
さまざまな思考法をすべて含めた再推計結果は表１０に示してある。
２５ 実際にそうされた事実が、例えば、「財界」編集部（２００７）、p．９３等に記されている。
表１０ 法人税・住民税等の再推計（単位：億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
郵貯事業の当期利益（①） ５，９９４ ―６，３３７ ―１８，７８５ ―１３，２３１ ９，０００ １７，３０４ ２２，７５５ １２，０９６ １９，３０４ ９，４０７
その他の特典合計額（②） １５９１．５３ １５８６．４２ １５６９．９５ １６４５．４１ １６０７．４９ ２４０２．６１ ２２６１．１６ ２２３５．１５ ２３０５．１３ ２１５２．９０
退職給付引当金積立（③） ４３８ ４３８ ４３８ ４３８ ４３８ ４３８ － － － －
国鉄長期債務処理協力（④） － ２，０００ ２，０００ ２，０００ ２，０００ ２，０００ － － － －
利益余剰金の積立（⑤） － － － － － － ２２，１７７ １２，０９５ １９，３０４ ９，４０７
①－（②＋③＋④＋⑤） ３９６４．４７―１０３６１．４２―２２７９２．９５ ―１３１４．４１ ４９５４．５１ １２４６３．３９ ―２２６１．１６ ―２２３５．１５ ―２３０５．１３ ―２１５２．９０
推計額 １６２０．１８ ―２，０００ ―２，０００ ―２，０００ ２０２４．９１ ５０９３．７９
０ ０ ０ ０
９２９９．９７ ４９４３．６４ ７８８９．５４ ３８４４．６４
注：平成１４年度以前の当期利益額に関しては「本年度利益金」の額を採用している。
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まず平成９年度について、当期利益の代替としての本年度利益金５９９４億円から他の特典によって獲
得した分である１５９１億５３００万円及び退職給付金積立４３８億円（推定）を控除した３９６４億４７００万円に実
効法人税率を掛けて得た１６２０億１８００万円が、免除された法人・住民税の推計額である。
平成１０年度から平成１２年度までの３年間は利益がマイナスのため税免除額もゼロになるはずだが、
実際には国鉄長期債務処理協力としての特別税が毎年度２０００億円課せられていた。民間金融機関なら
払わなくてもよい税を払っていたのだから、これはマイナスの特典として計上した。
平成１３年度と同１４年度はプラスの利益が出たため同９年度と同じ要領でそれぞれの税免除額が推計
された。この２年間で特別税による赤字が公社化前に何とか穴埋めされた形となっている。
公社化後の平成１５年度から同１８年度までの４年間については、表１０に示したように３種類の考え方
が可能である。最もラディカルな考え方は利益剰余金の強制的な積立を１００％課税と見做し、当期利
益に内包されるその他の特典額もすべて吸い上げられて特典全体がゼロになってしまうというもので
ある（表１０第７行目にその他の特典額分だけのマイナス値として示されている）。それよりもマイル
ドな思考法として民間金融機関における公的資金注入と郵政事業における免税措置とを資本金充足と
いう同じ目的の下に同等とみなし、この分野における郵便貯金の特典額についてゼロと見なす考え方
があるだろう（表１０第８行目）。そしてもう一つは全銀協金融調査部のように郵貯事業の免税だけを
一方的に特典とみなす考え方である（表１０第９行目）。この第三の思考法は不公正に過ぎよう。第一
の考え方はその他の諸特典を享受できない民間金融機関の立場を全く考慮しておらず逆の意味で不公
正と言える。その他の諸特典が存在したことが郵政公社の資本金増強を速めたことは紛れもない事実
であるからである。したがって我々としては官民それぞれが形態の違う特典を享受していたとする第
二の考え方、法人・住民税に関しては官民でイーブンという考え方を採用しておきたい２６。
４．５ 「官業の特典」トータルの金額
以上、項目ごとに行ってきた各推計結果をまとめると表１１のようになる。
２６ これは結果的に家森・西垣（２００４）と同じ結論である。同 pp．２２６－２２７参照。
表１１ 民営化前における郵便貯金事業「特典」の再推計（単位：億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ 累計
経常費用税 ３９１ ３７９ ３６９ ３６０ ３７５ ３９７ ３１７ ３３８ ２８８ ３０２ ３，５１６
預金保険料 １，０５９ １，１２１ １，１９２ １，２３５ １，２３０ ２，００５ １，９４４ １，８９７ ２，０１７ １，８２４ １５，５２４
準備金相当利子 １４１．５３ ８６．４１ ８．９５ ５０．４１ ２．４９ ０．６１ ０．１６ ０．１５ ０．１３ ２６．９ ３１７．７４
法人住民税 １，６２０．１８ ―２，０００ ―２，０００ ―２，０００２，０２４．９１５，０９３．７９ ０ ０ ０ ０２，７３８．８４
合計（最大値） ３，２１１．７１ ―４１３．５９ ―４３０．０５ ―３５４．５６３，６３２．４０７，４９６．４０２，２６１．１６２，２３５．１５２，３０５．１３ ２，１５２．９２２，０９５．６５
合計（最小値） ２，７６４．６３ ―１，５３４．５９ ―１，６２２．０５ ―１，５８９．５９２，９０３．６３６，３１０．４８ ３１７．００ ３３８．００ ２８８．００ ３２８．９８，５０４．４１
合計（全銀協） ５，０３９ ３，８７２ ４，０１４ ３，８８５ ６，１２５ ９，２０８ １１，１３７ ６，９２６ ９，８６１ ５，６８６ ６５，７５３
６９官業の特典についての再推計
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推計の合計には最大値と最小値および全銀協方式の三つが併記してある。最大値とは、我々の再推
計した各特典項目をすべて足し合わせた値である。最小値とは、①フェアな保険料率が適用された場
合には特典に該当しなくなる「預金保険料」と②量的緩和政策がとられていた平成１３年度から同１７年
度までの「準備預金相当分の運用利子」とを外した合計値である２７。また最下段には全国銀行協会方
式による推計値を示してある。そこでは平成９年度から同１３年度までと同１５年度については全国銀行
協会（２００２）および全国銀行協会金融調査部（２００４）で提示されている値をそのまま使用し、それ以
外の年度については示された各算式にデータを代入して求めた２８。図２には以上の三方式による各推
計値の推移を示してある。
年々の変動は主として（利益金や当期利益の額に左右される）法人税・住民税の免除推計額が大き
く影響しており、我々の推計では同項目をゼロとしてカウントした公社化後においてはその影響が消
失し、２種類の推計のいずれにおいても金額が安定している。安定はしたが、公社化後は国鉄長期債
務処理協力のような特別課税もない代わり全体としての特典額は大きく減少している。本稿推計の最
大値と最小値の開きの主な原因は預金保険料を入れるかどうかの違いである。預金保険を免除されて
いると言ってもその一方で郵便貯金事業は安全資産中心の運用という「縛り」があり、この縛りに
よって失っている収益機会と預金保険料は一種のトレードオフ関係にあるものと考えられる。従って
預金保険料を特典としてカウントするのならば、その一方における「官業の制約」として失っている
収益機会も考慮する必要が出てくるであろう。これは今後の課題である。
我々の推計における民営化前１０年２９の累計では最大に見積もって２兆２千億円程度、最小に見積
もって８千５百億円程度の特典が存在しており、全国銀行協会方式による同期間の１０年間累計額と比
２７ 合計（最小値）は、法人・住民税に関して利益金・当期利益からの控除項目が減る分だけやや高めに推計されること
になるため、合計（最大値）から預金保険料と準備金相当の運用利子とを単純に差引いた金額よりは高い値になる。
２８ 準備預金相当の運用利子を計算する場合に用いる財投預託金利は各年度の年度内平均を計算して用いた。
２９ 但しここには公社時代の最後の半年である平成１９年度前半は含めていない。
図２ 各種推計における特典額の変動（単位：億円）
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べて最大値で三分の一程度、同じく最小値で八分の一程度の値である。どのように考えても全国銀行
協会および同金融調査部は過大推計をしていたことになる。しかしそれでも十分大きな特典額が存在
したことは紛れもない事実である。
５ おわりに
われわれの最終的な目的は、郵政金融事業が大きく諸特典を削減された民営化後において、従来わ
が国の金融システムの中で担ってきた社会政策的諸事業を果たして持続させていくことが可能かどう
かを明らかにし、仮に他の条件が変化しない限りそれが不可能だとしたならば、どれだけの事業効率
化あるいは収益機会の拡大が図られなければならないかを明らかにすることである。本稿では今後進
展させてゆく研究の最初の段階として、過去どれだけの官業の特典が実際に郵便貯金事業に与えられ
てきたのか、全国銀行協会による推計を参照しつつもその不合理な諸点を改めた我々独自の修正算式
による再推計を行ってきた。我々の推計結果は前節の終わりにまとめたとおりである。最大値と最小
値とで開きは存在するが、いずれにしても特典額は全国銀行協会推計よりも大幅に少ないという結果
を示した。但し少ないといっても相対的なものであり、マイナスの年を除いて、毎年度数百億円から
数千億円規模の大きさで特典が実在し、１０年間累計でも郵便貯金事業が民間よりも相当有利な「資金
条件」を与えられていたことを我々は認めなければならない。
しかしながら、この特典額をもって郵便貯金事業が民間金融機関よりも「競争上」有利であったと
主張するのは早計であり、同事業が負担してきたユニバーサルサービス等の社会政策的事業コストと
比較してみてそのバランスを考える必要がある。我々の次の課題は、郵便貯金事業が請け負ってきた
社会政策的事業（あるいは官業の制約）のコストがどれだけあったかを推計することである。前節で
指摘したように、預金保険料をカウントするならばそれとトレードオフ関係にある安全資産中心の運
用による機会費用も「官業の制約」の一項目として含める必要が出てこよう。それらコストを全て推
計し本稿で推計した特典額と比較することで、民営化前の郵便貯金事業がいかなる競争条件下にあっ
たかを我々は明らかにすることができるだろう。
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